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倒産実体法の準拠法と lex fori concursus
小　梁　吉　章
（１） 　わが国破産法 160 条と民事再生法 127 条は，詐害行為（財産減少行為）の否認，破
産法 162 条と民事再生法 127 条の３は偏頗行為否認を定めている。
























「国際倒産モデル法」（Model Law on Cross-Border Insolvency）を参考に「外国
（２） 　わが国破産法 71 条は倒産した債務者の債権者による受働債権の取得，72 条は倒産し
た債務者に債務を負う者が受働債権を得る場合を規定する。民事再生法 93 条，93 条の
２を参照。
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（６） 　Regulation of the European Parliament and of the Council of 20 May 2015 on insolvency 
proceedings. 2017 年６月 26 日発効。
（７） 　2015 年 10 月 15 日欧州連合裁判所判決第 C-310/14 号（Nike European Operations 
Netherlands BV v Sportland Oy）は，「倒産処理手続開始法原則」（lex fori concursus）を
the law applicable to insolvency proceedings and their effects is the law of the State of the 
opening of proceedings と定義し，またアンシトラルの倒産処理法立法ガイドはこれを 
the law of the State in which the insolvency proceedings are commenced と定義している。










































　欧州連合規則は倒産処理手続を一か所に集約する via attrativa concursus 原





まで原則として lex fori concursus に準拠するとし（７条），倒産処理手続が開
（９） 　Orient Leasing Co. Ltd. v. The Ship "Kosei Maru", Federal Court Trial Division, [1978] 3 
A.C.W.S. 371; 94 D.L.R. (3d) 658, November 10, 1978, Decided。谷口安平「国際倒産の現
状と問題（下）」NBL385 号（1987）51 頁，同「国際倒産の回顧と展望」金法 1188 号（1988）
８頁，「トピックス」NBL167 号（1978）４頁，小林秀之「カナダにおける我が国の倒
産手続の効力と属地主義」金法 1284 号 37 頁を参照。
















（10） 　欧州連合規則前文 66 項。欧州連合規則は倒産普及主義をとり，債務者の主たる利益
の中心がある地で開始される主手続（main insolvency proceedings, procédure 
d'insolvabilité principale）と別に債務者の拠点がある国でその地に所在する財産だけを

































































（14） 　相殺（set-off, compensation）についてはわが国の破産法 67 条を参照。民事再生法 92
条は，債権者の相殺可能な期間を制限している。






















































（16） 　2015 年規則 16 条（2000 年規則 13 条）については，後述の欧州連合裁判所判決
C-557/13 号業を参照。
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①　1970 年２月 16 日条約案









手続を対象外とする」と規定した（19）。その後 1970 年２月 16 日に「倒産，和
議その他同種手続に関する条約」案が示された。
　1970 年条約案は全体で 82 条で構成され，その専門委員会委員の解説によ
ると「（1968 年のブリュッセル条約と同様に）国際倒産についても国際条約
（17） 　欧州連合規則の制定経緯については，Paul J. Omar, Genesis of the European Initiative in 






（18） 　この専門委員会はドイツ連邦司法省 A. Bulow教授を委員長とし，加盟６カ国から研
究者や司法官が参加して発足し，1967 年初からは Noël 裁判官が委員長を務めた
（Reinhard Dammann et Marc Sénéchal, Le droit de l'insolvabilité internationale, 2018, p. 27 を
参照）。













































（20） 　Jean Noël and Jacques Lemontey, Report on the Convention relating to Bankruptcies, 











（21） 　オマル教授は不成立の原因を 1970 年当時の国際倒産法制の必要性があまり認識され
ていなかったこと，倒産処理法と平行して実体法の統一も想定されていたこと，当時
イギリスの加盟が予定されていたが同国は 1970 年条約案に批判的であったことを挙げ
ている（Omar, op. cit., p. 152）。
（22） 　Bankruptcy, winding-up, arrangements, compositions and similar proceedings - Draft 
Convention and report, Supplement 2/82. http://aei.pitt.edu/5480/1/5480.pdf.  













てるべきかという問題がある。前者は倒産処理普及主義（the unity and the universality of 




処理を単一（Unity of the bankruptcy）とし，債務者の管理の中心（centre of 
administration of the debtor）の管轄としたが（３条），同時に締約国に管理の中心がない
場合にも支店等の存在によって国内法にもとづく管轄権も認めた。倒産処理手続に関
係する訴訟について 15 条で排他的管轄権を認め，この中に否認権１項，契約解除訴訟






























条約から規則（regulation, règlement）へと模様替えされ，2000 年５月 29 日の
欧州連合倒産処理手続規則第 1346/2000 号として成立した。
（24） 　オマル教授は 1982 年条約案が加盟国の増加を反映して，1970 年条約案より相当簡素
化されたことは評価されたことが，1982 年条約案の 71 条は本条約の解釈について欧州
共同体司法裁判所（Court of Justice of the European Communities）に付託することができ
る各国裁判所が最上位の裁判所に限定されたことが成立しなかった原因としている
（Omar, op. cit., p. 155）。





















国内法との不整合を挙げている（Omar, op. cit., pp. 156-157）。
（27） 　Nadine Watté et Vanessa Marquette, Le Règlement communautaire, du 29 mai 2000, relatif 
aux procédures d'insolvabilité, Revue de droit commercial belge, 2000, p. 565.
（28） 　Convention on Insolvency Proceedings of 23 November 1995. http://aei.pitt.edu/2840/. この
1995 年条約案に関する 1996 年５月３日のヴィルゴス・シュミット・レポート（Report 
on the Convention of Insolvency Proceedings of 3rd May 1996 by by Miguel Virgos, Professor, 







としている（Nadine Wattè et Vanessa Marquette, ibid, p. 564）。
広島法科大学院論集　第 16 号（2020 年）－ 61
④　2000 年規則








としている（Omar, op. cit., p. 161）。この問題は 1995 年６月 27 日英国議会への Miller 
報告第 95/80 号に詳しく，ジブラルタルの金融市場としての地位に影響を与えること
が懸念された。
（30） 　欧州共同体設立条約 65 条（現行の欧州連合運営条約 81 条）は，域内で国際的な影
響のある民事の事項についての手続の簡素化迅速化を規定している。











Menjucq. L'apport du droit communautaire au règlement des faillites internationales, Droit 
international privé : travaux du Comité français de droit international privé, 16e année, 2002-
2004. 2005. pp. 35-63）。これに対してベルギーのワッテ・マルケット両教授は，管轄権
と準拠法の問題として論じている（Nadine. Watté et Vanessa Marquette, op.cit., p. 564）。
ベルギー・ルクセンブルグ型普及主義とフランス型属地主義の対照が存在している。






年５月 31 日に施行され，2015 年規則が発行する 2015 年６月 24 日まで適用
され，多くの欧州連合裁判所での先決質問に関する判決（reference for a 
preliminary ruling, renvoi préjudiciel）や加盟国裁判所の判決で根拠法規範とさ
れている（34）。
　2000 年規則 46 条は欧州委員会に対して 2012 年６月までにその運用状況に
ついて理事会と欧州経済社会委員会に報告書を提出することを求め，2012 年
12 月 12 日にこれが出ている（35）。そこでは「同規則が全般的に域内の国際倒
産処理手続の協力の道具として成功」しているが，「一定範囲で改善の余地が
ある」とし，倒産処理の前の債務整理などの手続を加えるなどの改善が提示












（34） 　フランス司法省は，2003 年３月 17 日に 2000 年欧州連合規則の発行に伴う回状を発
して，規則の内容を具体的に説明している（http://www.justice.gouv.fr/bulletin-officiel/
dacs89c.htm）。











（35） 　European Commission, Report from the Commission to the European parliament, the Council 
and the European Economic and Social Committee on the application of Council Regulation 
(EC) No 1346/2000 of 29 May 2000 on insolvency proceedings of 12th December 2012 
(Document 52013AE0472). 




（37） 　European Commission, Proposal for a Regulation of European Parliament and of the Council 
amending Council Regulation (EC) No 1346/2000 on insolvency proceedings, 12 December 
2012 (.Document 52012PC0744).
（38） 　Opinion of the European Economic and Social Committee on the ‘Communication from the 
Commission to the European Parliament, the Council and the European Economic and Social 






64 － 倒産実体法の準拠法と lex fori concursus（小梁）
準拠法ルールはほぼ 2000 年規則の規定と変わらない（40）。唯一の実質的な変更









（1）否認・取消訴訟　2015 年 10 月 15 日欧州連合裁判所判決 C-310/14 号
　2000 年規則第４条２項（2015 年規則７条２項）は，「手続開始国法手続の
開始，その対句と終結を定める。これは特に次の事項を定める」として，lex 
fori concursus の原則が妥当する項目を列挙し，ｍ号で「債権者全員（all the 
creditors, l'ensemble des créanciers）を害する行為の無効，取消，対抗不能に関
する規則」と規定する。2015 年規則も「債権者全員」の代りに「債権者総体
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（general body of creditors, la masse des créanciers）」と変えているだけである。
一方，2000 年規則 13 条（2015 年規則 16 条）は否認訴訟の対象外となる場合
を規定して，「債務者の債権者を害する行為が lex fori concursus 以外の法に準
拠し，この準拠法が否認権行使を認めない場合」としている。すなわち否認
権の準拠法は倒産処理手続開始国法であるが，売買契約や動産担保などの準
拠法が lex fori concursus でない場合には否認訴訟が排除されることになる。






品を仕入販売することとし，購入代金約 20 万ユーロを 2009 年２月 10 日から










項ｍ号と 13 条（2015 年規則第７条２項ｍ号と 16 条）の関係について，否認・取消訴
訟に対して異議を述べる場合の方式と期限はイタリア法によるか，イギリス法による
か，適用除外のための事実（準拠法と否認・取消訴訟制度の不存在）の証明責任の所
在を照会した。欧州連合裁判所は 2015 年の C-310/14 号，オランダ・ナイキ事件）を
判例として，前者については lex fori concursus を，後者については，否認・取消訴訟の
原告に証明責任があるとした。
66 － 倒産実体法の準拠法と lex fori concursus（小梁）
否認し，取消すための訴訟を提起した。オランダ・ナイキは，フランチャイ
ズ契約はオランダ法に準拠し，オランダ倒産処理法（43）に準拠して，2000 年規
則 13 条（2015 年規則 16 条）を理由に訴えの棄却を求めたため，ヘルシンキ
控訴院が欧州連合裁判所に先決質問を付託した。
　欧州連合裁判所は「2000 年規則 13 条は厳密に解釈すべきであって，拡大
解釈は排すべきであり，債権者全体を害する行為の受益者が元の契約の準拠
法（lex causae）を理由に lex fori concursus の適用を免れることはない」として，
オランダ・ナイキの主張を認めなかった。




これに対してＮ社は 2011 年１月 19 日にスロヴァキアでＳ社についての倒産
処理手続が開始されているとして差押えに応じなかった。スロヴァキア倒産
処理法は，手続開始は強制執行手続を停止させると規定するが，2013 年 10




響するか否かは，Ｃ社が 2000 年規則 13 条（2015 年欧州連合規則では 16 条















（44） 　2012 年 10 月２日フランス破毀院判決第 11-14406 号も同趣旨の判決である。証券先
物投資仲介を業とするドイツのＰ社は 2005 年３月１日，同年７月１日に倒産処理手続
開始決定を受け，ドイツの倒産処理管財人はＰ社が顧客の投資利益として支払った金






た。最近の事例として 2018 年５月 24 日フランス破毀院判決第 16-20520 号は，現在，
欧州連合裁判所に係属中である。これはドイツのカード会社のＷ社がオランダ国籍で
イギリスに居住する個人Ａ氏の債務不履行を理由に，2008 年８月 7日にイギリスの裁



















のＧ社に譲渡し，2007 年と 2008 年の各６月９日に代金は分割で払われるこ











（4）物的権利　2016 年 10 月 26 日欧州連合裁判所判決第 C-195/15 号
　2000 年規則５条１項（2015 年規則８条）は「倒産処理手続の開始は，他の






























（5）優先弁済権　　2015 年４月 16 日欧州連合裁判所判決第 C-557/13 号
　これは債権者が差押命令を得て優先的な弁済権を得たことが，他の債権者
















と定めている。2009 年３月 10 日，管財人はオーストリアの銀行に強制執行
に応じないように指示したが，同月 17 日，銀行は債権者のＡ氏に１万ユーロ
を超える金額を支払った。同年６月３日，管財人はＡ氏に差押えの実行を否




















company limited by shares）でドイツ・イエナに支店を有し，そこで空調機販売・
修理業を営んでいたが，2006 年 11 月 1 日に支払不能状態に陥り，その後，
ドイツ・エルフルト地方裁判所で倒産処理手続の開始決定を受け，清算人が
選任された。同社の経営者は本社のあるイギリスではなく，ドイツに居住し，
支払不能後の同年 12 月 11 日と翌年２月 26 日，10 万ユーロ以上の債務を弁
済していた。ドイツ有限会社法 64 条１項は，「会社が倒産状態に陥った場合，
経営者（取締役社長）は遅滞なく，また遅くとも支払不能に陥ってから 3週





























の民商事法と異なる規定（derogates from the common rules of civil and 
commercial law）であり，これは当該会社が倒産したことを理由としているの
で，倒産処理手続中の当該規定に基づく訴えは直接倒産処理手続から生じて
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おり（deriving directly from insolvency proceedings），倒産処理と密接な関係が
ある」としている。
（7）労働債権　2015 年 10 月 28 日フランス破毀院判決第 14-21319 号
　2000 年規則 10 条（2015 年規則 13 条）は，「倒産処理手続開始の労働契約
と労働関係に対する効果は，労働契約の準拠法による」と規定している。こ










　2014 年３月 31 日リヨン控訴審は，給付済みの労役と労働契約の解除に伴
う労働債権の支払い請求は，直接，倒産処理手続から生じるものではないと
して，2000 年規則を適用せず，民商事外国判決の承認執行に関する欧州連合





（8）債権届の届出人　2010 年６月 22 日フランス破毀院判決第 09-65481 号
　債権届は本来は手続に関することがらであるが，この事件は倒産者に対し






理権は lex fori concursus によるのか，lex societatis（所在国の会社法）による
のかという問題が生じた。
　2004 年３月 11 日，フランス法に準拠して設立され同国に本拠を有するＡ
社について倒産処理手続が開始され，オランダのＤＣ社が一般代表権のある















続を認め，準拠法については lex fori concursus を原則としている。ただし否
認権を制限する法律の存在を認め，物権，相殺，所有権留保担保の効果につ
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いて特則を設け，また労働債権の保護にも配慮している。














（47） 　2009 年 12 月 15 日フランス破毀院判決第 08-14949 号もフランス会社の倒産処理手続
でオランダの会社が債権を届け出て，本文の事件とは逆に，この債権届が認められた
ために，倒産者が上告した事件である。破毀院は 2000 年規則４条２項ｈ号（2015 年規
則７条２項ｈ号）に基づき，これは lex fori concursusであるフランス法に基づき判断さ
れるとし，この事件では届出人は債権届での権限を授権されていたとして，倒産会社
の上告を棄却した。また，2011 年９月 13 日フランス破毀院判決第 10-25533, 25731, 
25908 号は倒産会社の発行した債券の管理会社による届出の有効性が問われた事件であ
る。フランスの Bervédère社の倒産処理手続で，倒産会社はニューヨーク州法に準拠し
た債券を発行し，Bank of New York-Mellon のロンドン支店が債権管理会社（trustee）で
あった。同行が債券保有者のために債権を届け出た。2010 年９月 21 日ディジョン控訴
院はこの債権を認め，倒産会社がフランス倒産処理法では債権届は債権者本人が行う
ものとしており，2000 年規則４条２項ｈ号は，債権届と調査・確定は lex fori concursus
によるとして原判決の破毀を求めた。破毀院は，債券の準拠法であるニューヨーク法
に基づいているとして，倒産会社の訴えを棄却した。


















で lex fori concursus を原則とし，例外を設けることを提言している。これは
（48） 　アンシトラルは 1997 年に国際倒産モデル法（Model Law on Cross-Border Insolvency）




to Enactment and Interpretation of the UNCITRAL Model Law on Cross-Border Insolvency, 
note 5）。一方，倒産処理法立法ガイドは「各国立法担当者があたらしい倒産処理法令
を策定し，既存の法令の適正性を検証する場合の参考資料」として作成されており，国
内法としての倒産処理法の立法の指針である（Legislative Guide on Insolvency Law, p. 1）。
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欧州連合規則と同様である（49）。ただし欧州連合規則では，７条２項でａ号か
らｍ号まで 13 項目を挙げるのに対して，アンシトラル立法ガイドは下記の通
りａ号からｓ号まで 19 項目を挙げる（提言 31 号）（50）。


















（49） 　Uncitral Legislative Guide on Insolvency Law of 2004, pp. 67, 68. 条文の提言は，73．74
頁を参照。
（50） 　ibid, 73 頁を参照。ただしその一方で，倒産処理法立法ガイドは，倒産実体法として
18 項目を挙げているので，提言 31 号との間に違いがあるが，個々の項目には違いはな
い。



























広島法科大学院論集　第 16 号（2020 年）－ 79

























（51） 　op.cit., pp. 68, 69.


























れは否認権にも妥当する」とし，「否認を lex fori concursus 原則の例外とする
理由は，取引相手方の保護にあり，取引準拠法への信頼を保護することであ

























（52） 　Uncitral Legislative Guide on Secured Transactions of 2007, pp. 402, 403. 倒産処理の担保
への影響については提言 223 を参照（516 頁）。























「1521，1523（モデル法 21 条，23 条）は，外国の倒産処理手続の管財人はア
メリカ倒産法に基づく否認の訴えの提起の権利を認めないのであって，外国
（53） 　Condor Ins. Ltd (In re) (Fogarty v Petroquest Resources Inc.) 601 F.3d 319, (5th Cir. 2010) 
[CLOUT cases no. 928, 1006].









の主任官が lex fori concursus について意見書の中で理論展開しているのでこ
れを見てみよう。
　この事件はドイツのカーペット販売店のＦ社がドイツ・マールブルクの地











（54） 　Conclusion de l'avocat général, M. Dámaso Ruiz-Jarabo Colomer, présentées le 16 octobre 
2008, Affaire C・339/07
Rechtsanwalt Christopher Seagon als Insolvenzverwalter über das Vermögen der Frick 
Teppichboden Supermärkte GmbH contre Deko Marty Belgium NV.
84 － 倒産実体法の準拠法と lex fori concursus（小梁）
づいて否認訴訟は３条の管轄規定に含まれ，倒産処理手続開始国であるドイ
ツの裁判所の管轄であることを認めた。また欧州連合裁判所は倒産処理手続
を一国に集中すること，つまり via attrativa concursus 原則をとることで倒産
処理の関係者の forum shopping を防止できるとした。
　以上は事件を担当したコロメール主任官の意見書に述べられている。
　コロメール主任官は「債務者の濫用的手段から債権者を守るために改善が
施されてきた」とし，否認訴訟の原型はローマの 12 表法の拿捕訴権（actio 
per manus iniectio）（55）であり，後に詐害特示命令（interdictum fraudatorium）（56）
と一体化して詐害行為取消権（actio pauliana）に転じ，現在まで債権者の権
利を害する財産処分行為の解決として残されたとして，「詐害行為取消権は債













（55） 　主任官意見書は「この手続は，判決後 30 日以内に債務者が支払わないと債権者は債
務者を裁判官の前に連行し，『貴殿は××金額の債務があるにもかかわらず，払わな
いから，貴殿を差し押さえる』と宣言する」と述べている。
（56） 　主任官意見書は，Digeste, livre XXII, tome I, 38.4 を挙げている。







































（58） 　ダマン弁護士らはフランスの倒産属地主義の例として，BCCI事件（1995 年４月 11
日破毀院判決第 92-20032 号）を挙げる。これはケイマンに本店のある BCCI銀行の事
件で，フランス国内にパリなど４支店があった。1991 年７月 18 日，ケイマンの裁判所




ければ，フランスでは効力がない」とした（Reinhard Dammann et Marc Sénéchal, Le 














広島法科大学院論集　第 16 号（2020 年）－ 87
C-396/09 号（60）を担当したココット主務官が「（倒産処理に潜在的に影響を蒙る）
債権者が倒産処理がその利益に及ぼす問題を解決する法律体系を事前に知る



















（60） 　2011 年欧州連合裁判所判決第 C-396/09 号。当初イタリア法に準拠して設立された有
限会社 Interedil社は，2001 年８月 18 日に定款上の本社をロンドンに移転し，外国会社
として商業登記し，イタリアの商業登記を抹消した。同社はイタリア国内に不動産を
有していた。2003 年 10 月 28 日，債権者がイタリアの裁判所に同社の倒産処理手続開
始を申し立て，同社はイタリア裁判所の管轄権を争った。




















効果をこの手続開始国に所在する財産に限るとしている（2015 年規則前文 23 項）とし
ていることと類似する。
（62） 　Jacques Béguin, Un îlot de résistance à l'internationalisation: le droit international des 
procédures collectives, L'internationalisation du droit : mélanges en l'honneur de Yvon 
Loussouarn. 1994, p. 31-56.
（63） 　Michel Menjucq. L'apport du droit communautaire au règlement des faillites internationales, 
Droit international privé : travaux du Comité français de droit international privé, 16e année, 
2002-2004. 2005. pp. 35-63.
